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第１章　計画の評価・見直しにあたって

１　はじめに

２　安来市地域福祉計画（第２期計画）の位置づけ

　急速な少子・高齢化、核家族化の進行や過疎化など地域社会が変容するなかで、社会
の相互扶助機能が低下している時代といわれています。
  これを背景とし、孤独死、自死、虐待、行方不明者、生活に困窮する世帯の増加等が
社会問題となっています。
　さらに子育て、介護、障がい等の分野においても、だれもが安全で安心して生活する
ことができる地域社会の実現に向けて、引き続き、地域社会を基盤とした福祉の推進に
努める必要があります。

　このような社会問題や生活課題を解消するために社会福祉法第１０７条に基づく「地
域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画（市町村地域福祉計画）」として、安
来市の地域福祉を総合的かつ計画的に推進させるための基本計画となる「安来市地域福
祉計画」を平成２２年３月に策定しました。

  この計画は、「安来市総合計画」、「安来市老人福祉計画・介護保険事業計画」およ
び「安来市障害者基本計画」、「安来市次世代育成支援行動計画」等の関連計画と整合
性を図りながら、地域福祉の分野に関する施策展開の方向性を示し、さまざまな地域福
祉施策を推進してきました。
  計画の期間は、平成２２年度から平成２６年度までの５か年計画とし、福祉関連施策
の変化や、住民ニーズ、社会情勢の変化などに対応するため、必要に応じて計画の見直
しを行なうための「安来市地域福祉計画検討委員会」を開催してきました。
　計画の進捗状況について、年度ごとで点検・評価してきたところですが、計画の最終
年度において、より効果的な取り組みを計画的に推進するために総合的な評価・見直し
を行い、「第２期計画」を策定することとしました。

　この計画は、平成２２年度から平成２６年度までの５年間を「第１期計画」とし、平
成２７年度から平成３１年度までの５年間を「第２期計画」と位置づけ、地域福祉を推
進させていくこととします。
　計画の基本理念となる「助けあい、支えあい、みんながいきいきと輝くまち」に基づ
く１～３の基本目標については、「第２期計画」においても継承することとし、計画の
推進体制については、行政、住民、地域、社会福祉協議会、サービス提供事業者、ボラ
ンティア団体等と「協働」で取り組みを進めて行きます。
　また、厚生労働省通知（平成２６年３月社会・援護局長通知）による計画策定に盛り
込む事項についても計画に反映させることとしました。
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（単位：人）

人数 人数

男 女

19,540 総数 21,352

739    0-4 710

876    5-9 803

955  10-14 916

943  15-19 930

827  20-24 798

909  25-29 857

1,008  30-34 967

1,240  35-39 1,156

1,326  40-44 1,228

1,075  45-49 1,017

1,149  50-54 1,155

1,299  55-59 1,251

1,594  60-64 1,593

1,701  65-69 1,749

1,223  70-74 1,434

1,139  75-79 1,498

839  80-84 1,383

503  85-89 1,048

154  90-94 621

35  95-99 208

6 100歳～ 30

0 年齢不詳 0

人口合計 40,892

１５歳未満 4,999

構成割合（年少人口） 12.2%

１５歳～６４歳 22,322

構成割合 54.6%

６５歳以上人口 13,571

構成割合（高齢化率） 33.2%

第２章　安来市を取り巻く状況

１　人口等の状況

（１）人口構成（平成２６年９月末現在）

　平成21年の調査結果では、人口が43,104人（男性20,582人、女性22,522人）でしたが、今
回 の調査と比較すると人口が5年間で2,212人減少しており、男1,042人、女性1,170人）、人
口構成では、15歳未満の割合が0.6％減少し、65歳以上が3.7％上昇しています。

資料：住民基本台帳

年齢

女
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昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

49,616人 48,492人 46,934人 45,255人 43,839人 41,836人

１５歳未満 10,488人 8,876人 7,467人 6,434人 5,926人 5,438人

（構成割合） 21.1% 18.3% 15.9% 14.2% 13.5% 13.0%

１５歳～６４歳 31,516人 30,659人 29,233人 27,305人 25,539人 23,626人

（構成割合） 63.5% 63.2% 62.3% 60.3% 58.3% 56.5%

６５歳以上 7,605人 8,876人 10,231人 11,496人 12,374人 12,772人

（構成割合） 15.3% 18.3% 21.8% 25.4% 28.2% 30.5%

（３）世帯数の推移

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

12,414世帯 12,470世帯 12,670世帯 12,761世帯 12,853世帯 12,820世帯

出生 死亡 自然増 転入 転出 増減

平成16年度 352 549 -197 1,066 1,261 -195 -392 

平成17年度 350 501 -151 1,076 1,060 16 -135 

平成18年度 340 489 -149 955 1,249 -294 -443 

平成19年度 307 548 -241 940 1,154 -214 -455 

平成20年度 314 564 -250 896 1,088 -192 -442 

平成21年度 315 559 -244 856 1,052 -196 -440 

平成22年度 325 597 -272 793 1,013 -220 -492 

平成23年度 260 574 -314 815 1,010 -195 -509 

平成24年度 267 612 -345 886 1,064 -178 -523 

平成25年度 267 562 -295 821 1,020 -199 -494 

（２）年齢区分別人口の推移

　国政調査から本市の人口の推移をみると減少傾向に歯止めがかからない状況におかれていま
す。
　年齢区分別に推移をみると、15歳未満の年少人口は、昭和60年の調査結果では10,488人でし
たが、平成22年には5,438人となり、昭和60年と比較すると48.1％の減少となっています。
　一方で、65歳以上の高齢者人口は、昭和60年と平成22年を比較すると67.8％増加し高齢化率
が 30％を超えました。

　　　　　　　（単位：人）

人口

資料：国勢調査　

　人口が減少しているのに対し、世帯数は横ばい傾向におかれており、単身世帯や核家族の増
加によって世帯人員が減少している状況が続いています。

（単位：世帯）

一般世帯総数

資料：国勢調査　

（４）人口の自然動態、社会動態の推移

（単位：人）

①自然動態 ②社会動態

資料：市民課

年齢区分

  年間出生数は、平成16年度と25年度を比較すると85人減少しており、平成23年度からは300
人に満たない数値で推移しています。一方、死亡者数は微増傾向にあるため、自然動態では人
口が各年度で300人前後減少する状態が続いています。
  また、社会動態においても人口が各年度で200人前後減少しています。

①＋②
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（１）高齢者人口比率と年少人口比率の推移

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

49,616人 48,492人 46,934人 45,255人 43,839人 41,836人

10,488人 8,876人 7,467人 6,434人 5,926人 5,438人

21.1% 18.3% 15.9% 14.2% 13.5% 13.0%

31,516人 30,659人 29,233人 27,305人 25,539人 23,626人

63.5% 63.2% 62.3% 60.3% 58.3% 56.5%

7,605人 8,876人 10,231人 11,496人 12,374人 12,760人

15.3% 18.3% 21.8% 25.4% 28.2% 30.5%

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年

12,747人 12,636人 12,971人 13,271人 13,571人

7,179人 7,305人 7,408人 7,497人 7,464人

6,668人 5,331人 5,563人 5,774人 6,107人

（３）高齢者のいる世帯の状況

昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

12,414世帯 12,470世帯 12,670世帯 12,761世帯 12,853世帯 12,820世帯

5,404世帯 6,012世帯 6,662世帯 7,247世帯 7,697世帯 7,841世帯

(一般世帯数比） 43.5% 48.2% 52.6% 56.8% 59.9% 61.2%

高齢者単独世帯 364世帯 472世帯 628世帯 812世帯 939世帯 1,053世帯

(高齢者世帯数比） 6.7% 7.9% 9.4% 11.2% 12.2% 13.4%

その他の高齢者世帯 5,040世帯 5,540世帯 6,034世帯 6,435世帯 6,758世帯 6,788世帯

（高齢者世帯数比） 93.3% 92.1% 90.6% 88.8% 87.8% 86.6%

２　高齢者の状況

　総人口に占める65歳以上の人の割合を表す高齢者人口比率と、15歳未満の人の割合を表す年
少人口比率の推移をみると、年少人口は減少し、高齢者人口の比率は急上昇しています。

　　　　　　　（単位：人）

人口

１５歳未満

（構成割合）

１５歳～６４歳

（構成割合）

６５歳以上

（構成割合）

資料：国勢調査　

（２）高齢者の年齢区分割合の推移

  本市の高齢者人口は、年々増加の傾向にあり、ほぼ3人に1人が高齢者となっています。ま
た、高齢者のうち後期高齢者が55％を占めており、いわゆる高齢者の中の高齢化も進行してい
ます。

（単位：人）

高齢者人口（６５歳以上）

後期高齢者人口（７５歳以上）

前期高齢者人口（６５歳から６４歳）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：高齢者安心課　

  高齢者のいる世帯の状況は増加傾向にあり、平成17年には一般世帯数の約6割に推移し、平
成22年調査での伸び率は鈍化傾向にあるものの依然として高い数値となっています。
  高齢者のひとり暮らし世帯についても13％に達しており、地域から孤立することのないよ
う、市民、企業 ・団体などの協働により地域での支え合う体制を一層推進させていく必要が
あります。

（単位：世帯）

一般世帯総数

高齢者のいる世帯

資料：国勢調査　－４－



（４）要介護認定者の状況(各年10月１日現在）

H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

1,638 1,815 2,009 2,161 2,299 2,349 2,423 2,463 2,552 2,603 2,749 2,807 2,780 2,822 2,916 

11,529 11,812 12,054 12,226 12,288 12,354 12,517 12,643 12,698 12,746 12,737 12,625 12,971 13,271 13,571 

14.2% 15.4% 16.7% 17.7% 18.7% 19.0% 19.4% 19.5% 20.1% 20.4% 21.6% 22.2% 21.4% 21.3% 21.5% 

H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

人数 289 278 307 366 477 478 248 367 329 365 443 456 409 360 385 

割合 17.6% 15.3% 15.3% 16.9% 20.7% 20.3% 10.2% 14.9% 12.9% 14.0% 16.1% 16.2% 14.7% 12.8% 13.2%

人数 171 419 466 448 395 389 401 421 421 

割合 7.1% 17.0% 18.3% 17.2% 14.4% 13.9% 14.4% 14.9% 14.4%

人数 212 

割合 8.7%

人数 498 584 693 780 777 802 653 420 389 427 505 522 543 595 627 

割合 30.4% 32.2% 34.5% 36.1% 33.8% 34.1% 27.0% 17.1% 15.2% 16.4% 18.4% 18.6% 19.5% 21.1% 21.5%

人数 271 297 336 308 301 317 345 383 390 362 423 468 462 501 533 

割合 16.5% 16.4% 16.7% 14.3% 13.1% 13.5% 14.2% 15.6% 15.3% 13.9% 15.4% 16.7% 16.6% 17.8% 18.3%

人数 200 220 218 231 254 256 286 327 365 364 355 339 353 360 376 

割合 12.2% 12.1% 10.9% 10.7% 11.0% 10.9% 11.8% 13.3% 14.3% 14.0% 12.9% 12.1% 12.7% 12.8% 12.9%

人数 192 204 226 232 242 246 261 288 310 310 296 316 315 307 323 

割合 11.7% 11.2% 11.2% 10.7% 10.5% 10.5% 10.8% 11.7% 12.1% 11.9% 10.8% 11.3% 11.3% 10.9% 11.1%

人数 188 232 229 244 248 250 247 259 303 327 332 317 297 278 251 

割合 11.5% 12.8% 11.4% 11.3% 10.8% 10.6% 10.2% 10.5% 11.9% 12.6% 12.1% 11.3% 10.7% 9.9% 8.6%

1,638 1,815 2,009 2,161 2,299 2,349 2,423 2,463 2,552 2,603 2,749 2,807 2,780 2,822 2,916 

11,529 11,812 12,054 12,226 12,288 12,354 12,517 12,643 12,698 12,746 12,737 12,625 12,971 13,271 13,571 

14.2% 15.4% 16.7% 17.7% 18.7% 19.0% 19.4% 19.5% 20.1% 20.4% 21.6% 22.2% 21.4% 21.3% 21.5% 

認定者数

高齢者数

認定率
（認定者数/
高齢者数）

認定者合計

高齢者数

認定率
（認定者数/
高齢者数）

　本市の要介護等認定者（要支援・要介護認定者）の推移をみると、近年は緩やかな増加傾向にあ
り、平成21年9月末で2,603人、平成26年9月末では2,916人です。
　要介護等認定率は、平成25年度実績で21.3%となっており、近年は多少の増減をしながら、ほぼ横
ばい傾向で推移しています。
　一方、平成25年度において表にはありませんが、全国平均は18％、県の平均は21.1％となってい
ます。本市の認定率は全国平均、県平均を上回って推移しています。

要支援
要支援

１

要支援２

経過的
要介護

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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（１）身体障がいのある人の状況（身体障害者手帳所持者数）

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

714 730 749 640 680 593 601 593 578 

構成比 29.5% 29.7% 29.3% 29.2% 30.1% 28.3% 28.6% 28.7% 27.9%

320 317 323 282 283 264 257 249 239 

構成比 13.2% 12.9% 12.6% 12.8% 12.5% 12.6% 12.2% 12.1% 11.5%

340 355 378 339 341 322 325 326 321 

構成比 14.1% 14.4% 14.8% 15.4% 15.1% 15.3% 15.5% 15.8% 15.5%

629 647 689 611 633 630 639 636 678 

構成比 26.0% 26.3% 27.0% 27.8% 28.0% 30.0% 30.4% 30.8% 32.7%

194 193 194 155 154 133 128 126 121 

構成比 8.0% 7.8% 7.6% 7.1% 6.8% 6.3% 6.1% 6.1% 5.8%

221 220 222 168 167 156 151 136 137 

構成比 9.1% 8.9% 8.7% 7.7% 7.4% 7.4% 7.2% 6.6% 6.6%

2,418 2,462 2,555 2,195 2,258 2,098 2,101 2,066 2,074 

（２）知的障がいのある人の状況（療育手帳所持者数）

（単位：人）

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

146 162 166 167 176 141 146 143 144 

構成比 50.3% 49.2% 50.0% 49.4% 48.4% 43.5% 42.7% 41.8% 42.1%

144 167 166 171 188 183 196 199 198 

構成比 49.7% 50.8% 50.0% 50.6% 51.6% 56.5% 57.3% 58.2% 57.9%

290 329 332 338 364 324 342 342 342 

３　障がいのある人の状況

（単位：人）

１級

２級

３級

４級

５級

６級

合　計

資料：福祉課

Ａ

Ｂ

合　計

  資料：福祉課

　身体障害者手帳の所持者数は、平成25年度では、2,074人で平成21年度と比較すると184人減少し
ています。等級別で最も多いのは、平成21年度では「1級」でしたが、今回の調査では「4級」が最
も多く全体の32.7％を占めています。次いで「1級」が27.9％、「3級」が15.5％と続いています。

　療育手帳の所持者数は、平成25年度現在で342人で、平成21年度と比べ22人減少しています。過去
３年間の所持者数の推移は横ばい傾向となっています。
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（３）精神障がいのある人の状況

（単位：人）

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

33 47 47 49 43 43 45 63 66 

構成比 19.5% 21.9% 23.0% 22.0% 17.9% 17.6% 17.0% 21.8% 22.3%

94 116 112 125 145 142 163 165 169 

構成比 55.6% 54.0% 54.9% 56.1% 60.4% 58.2% 61.5% 57.1% 57.1%

42 52 45 49 52 59 57 61 61 

構成比 24.9% 24.2% 22.1% 22.0% 21.7% 24.2% 21.5% 21.1% 20.6%

169 215 204 223 240 244 265 289 296 

（単位：人）

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

573 539 616 597 620 709 752 787 798 

①精神障害者保健福祉手帳所持者数

１級

２級

３級

合　計

資料：福祉課

　②自立支援医療費受給者数

　自立支援医療費（精神通院医療）の受給者について平成21年度と比較すると178人増加していま
す。
　精神科受診者の増加及び自立支援通院医療の認知度が高まってきていることが増加理由と考えら
れます。

受給者数

　資料：福祉課

　　精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、平成21年度と比較して56人増加しています。等級別で　
　は、「2級」が最も多く57.1％を占めています。
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（単位：人）

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

特定疾患認定患者数 196 200 206 215 229 250 278 300 323 329 

小児慢性特定疾患患者数 33 43 32 34 39 28 27 31 23 29 

合　計 229 243 238 249 268 278 305 331 346 358 

H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年

加入世帯 12,793 12,711 12,673 12,629 12,517 12,435 12,317 12,226 12,156 12,106 

世帯数 13,677 13,835 13,867 13,931 13,975 13,962 13,975 13,996 14,051 14,103 

加入割合 93.5% 91.9% 91.4% 90.7% 89.6% 89.1% 88.1% 87.4% 86.5% 85.8% 

（４）難病患者の状況

　難病患者の状況は、平成20年度と比較すると90人増加しています。そのうち特定疾患認定患者数は100人
増加していますが、全国的にも大幅に増加しています。小児慢性特定疾患患者数は10人減少しています。

  資料：松江保健所

４　自治会の加入状況

　自治会加入率の推移をみると、合併後ゆるやかな減少傾向が続いており、今回の調査でも85.8％まで加
入率が低下しています。
　世帯数が増加している要因は、賃貸住宅入居者の増加および住民基本台帳上、世帯を分離していること
が考えられます。　　　　　　　　　　　　　
　生活様式が変容し核家族化が進展していることが、自治会加入率の低下に影響を与えていると考えられ
ます。

(単位：世帯）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：市民参画課
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時　間

５分

３０分

２０分

５分

３分

第３章　地域福祉計画（第１期計画）の取り組みに対する評価結果

１　ワーキング・グループによる評価の目的

　地域福祉計画の基本目標は、住民の生活に密着したテーマです。

　その集約結果について第２期計画に反映させることとしました。

２　ワークショップの採点方法

（１）組織・団体の活動や地域住民の立場として普段感じていることにについて事由に

　　　意見を寄せる方法で採点

（２）５段階で採点

３　ワークショップの手順

手　　　順 　内　　　　　　容　

○自己紹介
○進め方の確認

・自己紹介、進行役から進め方の説明

○現状・課題の抽出
・基本目標ごとの現状、課題を整理
・施策ごとの評価シートに採点

○総括表の作成
・施策ごとの評価シートを集計し、総括表を作成
・集計結果に基づき、評価の理由、課題、解決の
　方向性について意見交換

○まとめ ・発表するにあたってのまとめ

○発　表 ・1グループ３分程度で発表

　そのため、平成２２年度に計画を策定する段階で、住民およびボランティア団体に対す
るアンケート調査、地域単位でのワークショップ（体験型学習）を実施し、できるだけ計
画に住民のみなさんの意見が反映できるよう工夫をしてきました。

  計画策定から５年を経過しようとしているなかで、検討委員として、日ごろから感じた
り、気づいたりしていることについてワークショップ形式で意見交換をし、地域福祉に関
わる現状および課題と解決の方向性について集約したところです。
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区　分 組織・名称 所　　　属 職　名 グループ

社会福祉に見識を
有する者

学校法人　広瀬学園　                    
島根総合福祉専門学校

介護福祉士科 科長 基本目標１ 堅 田 知 佐

安来市民生児童委員協議会 会長 基本目標１ 神 澤 攝 雄

安来市身体障害者福祉協会 会長 基本目標２ 梅 林 守

安来市老人クラブ連合会 会長 基本目標２ 國 重 光 美

安来市健康推進会議 副会長 基本目標２ 山 本 武 士

安来市交流センター連絡協議会 大塚交流センター 館長 基本目標２ 岡 屋 榮 六

安来市自治会代表者協議会 副会長 基本目標２ 野 島 忠 昭

一般社団法人　安来青年会議所 基本目標１ 妹 尾 匠

安来市ＰＴＡ連合会 会長 基本目標２ 内 田 浩

社会福祉法人　                          
安来市社会福祉協議会

事務局長 基本目標１ 田 中 正 美

安来市立病院 地域医療部 次長 基本目標３ 岩 田 泰 斉

社会医療法人　昌林会
安来市在宅介護支援セン
ター
ケアプランやすぎ

所長 基本目標３ 足 立 好 徳

社会福祉法人　せんだん会 事務局長 基本目標３ 長 瀬 博 美

社会福祉法人　やすぎ福祉会 常務理事 基本目標３ 高 橋 美知夫

島根県農業協同組合
ＪＡやすぎ
福祉サービスセンター

施設長 基本目標３ 山 岡 茂 子

課　長

4　ワーキング・グループ編成表

　安来市地域福祉計画検討委員会委員名簿　　（任期：平成26年12月1日から平成28年11月30日）

委員氏名

地域福祉検討委員会事務局（進行役）

基本目標１ 武　藤　伊津子

基本目標２ 中　村　一　博

基本目標３ 宇名手　由　子

福祉サービス提供
事業者の代表者

健康福祉部福祉課
Ｓ　Ｌ

福祉に関する市内
の団体代表者
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第４章　地域福祉をめぐる課題と展望、施策の方向性

１　地域福祉をめぐる課題と展望

　安来市では、社会福祉法の規定に基づき、平成２２年３月に５か年間を計画期間と
した「安来市地域福祉計画」を策定し、だれもが安全で安心して生活することができ
るためのまちづくりに積極的に取り組んできましたが、地域福祉施策の指標となる安
来市を取り巻く状況は、平成２６年９月末時点で、人口は、計画策定時の５年前と比
較し２，２１２人減少し、自然動態では、年度で３００人前後の減少、社会動態にお
いても２００人前後減少する状態が続いています。
　年齢区分別人口の推移でも、１５歳未満の年少人口は減少傾向が続き高齢化率は、
３３．２％に上昇していることから、少子高齢化が進行していることが明らかとなっ
ています。
　また、高齢者のひとり暮らし世帯も年々増加しており、今後もこうした状況が続く
ものと予想されるため、要援護者が地域から孤立しないよう、行政の全庁的な取り組
みと、住民、地域、社会福祉協議会、サービス提供事業者、ボランティア団体等が
「協働」で取り組みを推進させることが重要な状況となっています。

　こうしたなか、基本目標１の「地域福祉に参加できるまちづくり」については、福
祉活動の理解を深めることや、地域福祉活動の担い手を育成することを行動目標とし
てきましたが、自治会や交流センター、地区社会福祉協議会などの取り組みについて
は、地域の特性を活かしながらさまざまな活動が展開され、住民参加が促進されてお
り高い評価となりました。しかし、住民に対し生活課題に対する情報が十分提供され
ていないことが影響し地域福祉の必要性に対する理解が全体化されていないことが課
題となりました。
　地域の特性と生活課題を把握し、住民どうしで課題を共有する仕組みづくりに関わ
ることを通じて、住民自らが地域社会の一員として支え合う意識をさらに醸成する必
要があります。

　基本目標２の「人と人とが支え合い、いつまでも安心して暮らせるまちづくり」で
は、住民の社会参加意識をネットワーク化し、世代を超えた社会参加と交流の促進を
行動目標とし活動を進めてきましたが、ボランティア団体どうしの交流や社会福祉協
議会の自治会福祉活動に対する支援は促進されていますが、団体等に属さない住民が
せっかく地域福祉活動に参加したくてもきっかけがない状態のため、ボランティアの
参加促進、コーディネーターの養成等に課題があります。

　基本目標３の「利用者の視点に立った福祉サービスが実現するまちづくり」では、
利用者の視点に立った福祉サービスが実現できるようまちづくりを進めていくことと
していますが、福祉サービスに関わる相談窓口や民生委員・児童委員活動の啓発、成
年後見人などの制度について住民の認知度を高めるための施策展開が必要であるとの
評価でした。

　今後の展望ですが、第１期計画期間中の平成２６年４月には、「安来市地域支え合
い活動の推進に関する条例」を制定し、要援護者等の把握に努め、「見守り体制」の
充実を図るとともに、自主防災組織の設立による防災体制の強化、高齢者部門では、
自治会単位でのミニサロン、ミニデイサービスが年次的に整備されるなど、地域福祉
活動の必要性に対する理解が進み、住民一人ひとりが社会の一員としてまちづくりに
参加することが促進されていることは高く評価されたところです。こうした評価を重
要視し、第２期計画に反映させることとします。
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２　施策の方向性

第５章　計画推進にあたっての重点的な取り組み

１　地域福祉活動計画の整備・拡充

　地域福祉計画の理念に基づき、現在社会福祉協議会で策定されている「地域福祉活
動計画」は、地域福祉推進の中心的役割りを担うもので住民やボランティア団体等の
自主的、自発的な福祉活動を促進する計画となります。
　この計画は地域福祉のワーキング・グループを設置し、住民自らが計画の推進・評
価、見直しに参加し、現状や課題について考えることで地域福祉の理解が深まること
と、具体的な施策については、数値目標を掲げ社会参加を促進することが期待されて
います。
　行政としても、社会福祉協議会と連動し、地域福祉活動計画の整備・拡充が図られ
るよう対応して行きます。

２　ボランティア活動の支援体制の充実

　地域において安心で安全なまちづくりを推進させるには、住民どうしで生活課題を
共有し、住民自らが地域社会の一員として支え合う意識をさらに醸成し、解決する行
動に積極的に参加するきっかけづくりが大切となります。
　現在、ボランティア団体のネットワークについては推進させているところですが、
だれもが参加できるボランティア活動の支援体制については、充実させる必要があり
ます。　
　具体的には、社会福祉協議会が開設しているボランティアセンターの機能を充実さ
せ、活動を支援していきます。

３　行政の全庁的な取り組みの強化

　地域福祉を推進するにあたっては、健康福祉の分野が中心となり、市民参画および
教育、人権、情報、公共施設、定住化等の各分野が十分に連携し効果的な施策を展開
する必要があることから、行政関係部課が横断的に取り組むための推進体制を強化し
ます。
　具体的には、生活困窮者自立支援法の施行に伴う連絡体制の確保や「地域包括ケア
システム連絡会議」を継続的に開催し、相談窓口体制の拡充や健康増進、介護予防、
生活課題に対する支援のネットワークのあり方などを検討します。　

　地域福祉を推進させるには、地域住民の自主的協働活動を必要とする生活課題の存
在を調査し、具体的な実態を把握し、住民に対し調査の結果で明らかとなった地域に
おける生活課題を周知することからはじまります。
　そして、住民自らが解決したいと考えるようになった生活課題こそが、積極的にま
ちづくりに参加する動機付けとなるため、住民ワーキング・グループにできるだけ多
くの住民が参加できるよう機会を設け、実践的な活動に結びつけて行きます。
　第１期計画の期間中に、さまざまな地域福祉活動が展開されていることが評価され
ましたが、住民の意見を反映する仕組みに課題があるとの意見があり、第２期計画で
は、社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画との連動性を高め、具体的な施策の
方向性についてできるだけ数値目標を掲げ取り組むこととします。

　第１期計画の期間、地域福祉を推進するにあたっては、行政、住民、社会福祉協議
会、サービス提供事業者、ボランティア団体等が「協働」で、さまざまな地域福祉施
策を展開してきましたが、急速に進展する少子高齢化や核家族の進行や過疎化など地
域社会が変容する状況となっています。
　今後もこうした状況が続くものと予想されるなか、第２期計画では、地域福祉計画
に基づくまちづくりをめざし、以下の事項を「重点的な取り組み」と位置づけ地域福
祉を推進していきます。
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４　地域福祉計画の点検・評価の実施

　第２期計画においては、個別の施策の進捗状況、計画全体の進捗状況について、利
用者の視点に立った指標（実行－評価－改善－実行のサイクル）に基づき、地域福祉
計画検討委員会において年次単位で点検・評価を行い、その意見を施策に反映し地域
福祉の充実を図ります。

○参考資料　安来市地域福祉計画（第２期計画）の策定経過
　第２期地域福祉計画を策定するにあたり、下記のとおり２回の地域福祉計画検討委
員会を開催しました。なお、検討委員名簿につきましては、１０ページに記載してあ
ります。

　・第１回安来市地域福祉計画検討委員会　　
　　日　時　　平成２７年２月２５日（水）　１４時から
　　会　場　　広瀬社会福祉センター

　・第２回安来市地域福祉計画検討委員会　　
　　日　時　　平成２７年３月１８日（水）　１４時から
　　会　場　　広瀬社会福祉センター
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                                      　   安来市地域福祉計画　　　　　　　　　　　　　

　策定年月日　　平成２７年３月

　発　　 　　 行　　安来市健康福祉部福祉課
　　　　　　　　　　  島根県安来市広瀬町広瀬７０３番地
　　　　　　　　　　　TEL  0852－23－3211
　　　　　　　　　　　HP　http：//www.city.yasugi.shimane.JP/ 


